
. .

（控え頁）

１／８

1-1-47

新規追加

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 新規制定
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

積算上の注意事項

現行なし



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

（控え頁）

２／８

1-1-48

新規追加

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行なし

 

c）プリズモイダル法 

2 つの面データを作成した上で TIN からなる面データを作成し、面データのポイントの位置

を互いの面データに投影する。次に各面データから、本来の自身が持つポイントと相手のポイ

ントを合わせたポイント位置により新たな三角網を形成し、この三角網の結節点の位置での標

高差に基づき複合した面データの標高を計算する。面データの各 TIN を構成する点をそれぞれ

の面データに投影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成されるので、そ

の作成された点で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和する。 

 

d）その他算出結果について結果を確認できるもの 



. .

（控え頁）

３／８

1-1-49

新規追加

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

現行なし

（2）3 次元モデルの基本的な表現方法  

土構造物の数量算出に用いる 3 次元モデル（サーフェスモデル等）は、地表面や地層面をモデル化

した「3 次元地盤モデル」と、「掘削」における施工基面又は法面や「盛土」における路床面又は法

面等をモデル化した「土工モデル」である。これらのモデルを重ね合わせて、各面の標高差分を用い

る点高法等により、土構造物の数量を算出する。 

 
 

土工（掘削、盛土）や残土処分の数量は、3 次元地盤モデルに現地盤線や施工基面（計画路床・

河床面）等を表現した土工モデルや構造物モデル等を重ね合わせ、その体積の差分等により算出

する。 

 

 

 

1） 土質区分「3 次元地盤モデル」  
「3 次元地盤モデル」を用いて表現する。「3 次元地盤モデル」は、平均断面法と同様にボーリ

ングデータ等に基づく地質断面図を用いて土質区分の断面を表現し、一次比例で断面を補完して

断面間を接続し、土質区分の境界面を表現する。 

 



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

４／８

新規追加

1-1-50

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

現行なし



. .

（控え頁）

５／８

新規追加

1-1-51

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

現行なし

2



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

６／８

新規追加

1-1-52

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

現行なし

（1）数量算出項目及び区分一覧表 

 区分 

項目 

 

3 次元 

モデル 

 

属性情報 

規格 

 

形式 

 

必要性 

の有無 

単位 

 

数量 

 

備考 

 

橋台・橋脚本体コンクリート A 

 

○ 

 

○ 

 

－ 

 

m3 

 

 

 

注)1 
注)2 

基礎

砕石 

敷均し厚 20cm 以下 C × × ○ －   

敷均し厚 20cm 超え B ○ × － m2   

均しコンクリート C × × ○ －   

化粧型枠 B × × － m2  必要量計上 

鉄筋 B ○ × － t   

足場 C × × （×） －  注)3 

水抜パイプ 

 

C 

 

× 

 

× 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

逆Ｔ式橋台のみ必要に

応じ計上 

 

注）1．鉄筋については「第 1 編（共通編）4.3.1 鉄筋工」によるものとする。 

2．基礎砕石（敷均し厚 20cm を超える場合）については、「第 1 編（共通編） 9.1 基礎・裏

込砕石工、基礎・裏込栗石工」によるものとする。 

3．冬期の施工で雪寒仮囲いが必要な場合については、「第 1 編（共通編） 11.6.2 雪寒仮囲い

工」によるものとする。 

4．逆Ｔ式橋台において水抜パイプが必要な場合は、別途考慮するものとする。 

 

「橋台・橋脚本体コンクリート」は、3 次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて規格・形式

を区分することより「A」を適用する。 

「基礎砕石」の「敷均し厚 20cm 以下」は、必要性の有無を確認し、必要な場合は計上するが、材料

数量の算出は不要のため「C」を適用する。 

「基礎砕石」の「敷均し厚 20cm 越え」は、3 次元モデルより面積を算出し、属性情報を用いて規格

を区分することより「B」を適用する。 

「化粧型枠」を使用する場合は、3 次元モデルより面積を算出するため「B」を適用する。なお、一

般の型枠を使用する場合は、「C」を適用する。 

「均しコンクリート」、「足場」と「水抜パイプ」は、必要性の有無を確認し、必要な場合は計上す

るが、材料数量の算出は不要のため「C」を適用する。 

「鉄筋」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と延長より質量を算出し、属性情報を用いて規

格を区分することより「B」を適用する。 

 



. .

新規追加

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算上の注意事項

（控え頁）

７／８

1-1-53

現行なし

3



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

1-1-54

新規追加

工　　　種 3次元モデルの基本的な表現方法

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

８／８

現行なし

 

  区

分 

 

項目 

構造名称 

 

 

 

3 次元 

モデル 

 

 

属性情報 

構造 

形式 

 

規格 単位 

 

 

数量 

 

 

備考 

 

 

材種 

 

材質 

 

寸法 

 

鋼材 

質量 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋 体 

 

(連毎に区分) Ⅰ 

 

○ 

 

○ 

 

㎏ 

 

 

 

 

 

付属物 

 

 

 

 

 

 

 

支承 Ⅱ × ○ 個(㎏)   

高欄 Ⅱ × ○ ㎏   

防護柵 Ⅱ × ○ ㎏   

伸縮継手 Ⅱ × ○ ㎏   

検査路 Ⅱ × ○ ㎏   

排水装置 Ⅱ × ○ ㎏   

耐震連結装置 Ⅱ 

 

× 

 

○ 

 

㎏ 

 

 

 

 

 

 

「橋体」は、3 次元モデルを用いて質量を算出し、属性情報を用いて構造形式と規格を区分することよ

り「Ⅰ」を適用する。 

「付属物」は、3 次元モデルを用いて質量を算出し、属性情報用いて規格を区分するが、二次製品を使

用する部材が含まれる場合があるため「Ⅱ」を適用する。 



. .

１－２－６

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

..

記載の修正

記載の削除

工　　　種 土工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

　 　

 （３）構造物区分 

構造物ごとに区分して算出する。 

また、河川では、築堤、高水敷、低水路に区分して算出する。（「２．数量算出項目（２）

盛土」参照） 

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

 

平均断面法または３次元 CAD ソフト等を用いた以下の方式によることを標準とする。 

①平均断面法 

土 量＝平均断面積×延長 

法面積＝平 均 法 長×延長 

 

②３次元 CAD ソフト等を用いた a)～c)の方式 

 数量算出に用いる３次元点群座標データは、５０ｃｍ間隔以下の点密度とする。ただし、植生

等により測定した点が正しく地表を捉えられず、標準の点密度の取得が困難な場合には、この限

りでない。 

 a) 点高法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測データ）か

らなる２つの面データに重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシ

ュ間隔の面積を乗じたものを総和する。メッシュ間隔は 50cm 以内とし、標高差の算出には、以下

の方法とする。 

 ・４点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法（下図のとおり） 

・１点法：メッシュ交点にて標高差を算出する方法 

 

 b) ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測データ）か

らそれぞれの面データとしてＴＩＮからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値にて

ＤＬ面（標高基準面）を設定し、各ＴＩＮの水平投影面積と、ＴＩＮを構成する各点からＤＬ面

までの高低差の平均（平均高低差）を乗じた体積を総和する。 

A h1

h2

h3

h4

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
V ＝ A ×

（ h1 + h2 + h3 + h4）

4

「１．10 ３次元モデルの基本的な表現方法」に集約のため削除

現行どおり

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

 

平均断面法または３次元 CAD ソフト等を用いた以下の方式１．10 ３次元モデルの基本的な表

現方法によることを標準とする。 

①平均断面法 

土 量＝平均断面積×延長 

法面積＝平 均 法 長×延長 



. .

工　　　種 土工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

１－２－７

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

記載の削除「１．10 ３次元モデルの基本的な表現方法」に集約のため削除



. .

工　　　種 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-3-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

３章 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工 

 

３．１ 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工 

 

 １．適用                                                                                 

超軽量材としての発泡スチロールを盛土、擁壁および橋台等の抗土圧構造物の裏込め等

に使用する発泡スチロール工を人力で施工する場合に適用する。 

                                                                                           

  ２．数量算出項目                                                                         

発泡スチロール設置、発泡スチロール（材料費）、緊結金具（材料費）、コンクリート床 
版、支柱結合アンカー（材料費）、支柱設置、支柱（材料費）、壁面材設置、壁面材（材料
費）、裏込砕石（軽量盛土）の数量を区分ごとに算出する。 

  ３．区分                                                                                 

区分は、規格、雑工種、生コンクリート規格、養生工、圧送管延長距離、床板厚さ、溶接

金網規格、盛土高、附帯工の割合、砕石の種類とする。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規格 
雑 
工種 

生ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ 
規格 

養生
工 

圧送管
延長 
距離 

床板
厚さ 

溶接 
金網 
規格 

盛土
高 

附帯工
の 
割合 

砕石
の 
種類 

単位 数量 備考 

発泡スチロー
ル設置 

○ ○ × × × × × × × × ｍ3   

発泡スチロー
ル（材料費） 

○ × × × × × × × × × ｍ3   

緊結金具 
（材料費） 

○ × × × × × × × × × 個   

コンクリート 
床版 

○ × ○ ○ ○ ○ ○ × × × ｍ3   

支柱結合アン
カー（材料費

） 
○ × × × × × × × × × ｍ3   

支柱設置 ○ × × × × × × × × × 本   

支柱（材料費
） 

○ × × × × × × × × × 本   

壁面材設置 ○ × × × × × × × × × ｍ2   

壁面材 
（材料費） 

○ × × × × × × × × × ｍ2   

裏込砕石 
（軽量盛土） 

○ × × × × × × ○ ○ ○ ｍ3   

注）１．軽量盛土（発泡スチロール）の排水材（不織布：厚さ 10 ㎜以下）、基礎砕石（敷均し厚 20cm

以下）、敷砂（敷均し厚 10cm 以下）を標準としており、これにより難い場合については別途

考慮する。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規格 
雑 
工種 

生ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ 
規格 

養生
工 

圧送管
延長 
距離 

床板
厚さ 

溶接 
金網 
規格 

 
 

鉄
筋
量 
 
 

盛
土 
高 

附帯
工の 
割合 

砕石
の 
種類 

単位 
数
量 

備
考 

発泡スチロー
ル設置 

○ ○ × × × × × × × × × ｍ3   

発泡スチロー
ル（材料費） 

○ × × × × × × × × × × ｍ3   

緊結金具 
（材料費） 

○ × × × × × × × × × × 個   

コンクリート 
床版 

○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ｍ3   

支柱結合アン
カー（材料費

） 
○ × × × × × × × × × × ｍ3   

支柱設置 ○ × × × × × × × × × × 本   

支柱（材料費
） 

○ × × × × × × × × × × 本   

壁面材設置 ○ × × × × × × × × × × ｍ2   

壁面材 
（材料費） 

○ × × × × × × × × × × ｍ2   

裏込砕石 
（軽量盛土） 

○ × × × × × × × ○ ○ ○ ｍ3   

注）１．軽量盛土（発泡スチロール）の排水材（不織布：厚さ 10 ㎜以下）、基礎砕石（敷均し厚 20cm

以下）、敷砂（敷均し厚 10cm 以下）を標準としており、これにより難い場合については別途

考慮する。 

現行どおり

３．区分                                                                                 

区分は、規格、雑工種、生コンクリート規格、養生工、圧送管延長距離、床板厚さ、溶接

金網規格、鉄筋量、盛土高、附帯工の割合、砕石の種類とする。 

 



. .

工　　　種 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の変更

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-3-4

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

（７）裏込砕石（軽量盛土）の付帯工の割合による区分は、以下のとおりとする。 

付帯工の割合   0.1 以下   
   

0.1 を超え 0.2 以下    
   

0.2 を超え 0.3 以下    
   0.3 を超え 0.4 以下    
   0.4 を超え 0.5 以下    
   0.5 を超え 0.6 以下    
   0.6 を超え 0.7 以下    
   0.7 を超え 0.8 以下    
   0.8 を超え 0.9 以下    
   0.9 を超え 1.0 以下    

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

コンクリート 

（基礎コンクリート部） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンクリート工」 
参照 

型枠 
（基礎コンクリート部） 

ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」 
参照 

鉄筋工 

（基礎コンクリート部） 
ｔ  

「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」 
参照 

基礎材 

（基礎コンクリート部） 
ｍ2  

「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石
工、基礎・裏込栗石工」 
参照 

 

 

４．数量算出方法  

  数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

（１）発泡スチロール（材料費）は、ロス率を以下とし体積（ｍ3）を算出する。 

項  目 ロ ス 率 

発泡スチロール +0.03 

 

（２）緊結金具（材料費）の発泡スチロールｍ3 当りの使用量は、ロス率を含み以下とし個数を算出する。

項  目 数 量 

緊結金具 2.3 

 

（３）支柱結合アンカー（材料費）は、規格ごとにコンクリート床板体積当りの必要本数（本/ｍ3）を 

算出する。 

 

（４）支柱（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 

 

（５）壁面材（材料費）は、壁面固定金具を含み、規格ごとに壁面面積当りの必要数量（枚/ｍ2及び個/ 

ｍ2）を算出する。 

 

（６）裏込砕石（軽量盛土）は、設計数量を算出する。 

（７）裏込砕石（軽量盛土）の付帯工の割合による区分は、以下のとおりとする。 

付帯工の割合   0.1 以下   
   

0.1 を超え 0.2 以下    
   

0.2 を超え 0.3 以下    
   0.3 を超え 0.4 以下    
   0.4 を超え 0.5 以下    
   0.5 を超え 0.6 以下    
   0.6 を超え 0.7 以下    
   0.7 を超え 0.8 以下    
   0.8 を超え 0.9 以下    
   0.9 を超え 1.0 以下    

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

コンクリート 

（基礎コンクリート部） 
ｍ3  

「第１編（共通編）４．１コンクリート工」 
参照 

型枠 
（基礎コンクリート部） 

ｍ2  
「第１編（共通編）４．２型枠工」 
参照 

鉄筋工 

（基礎コンクリート部） 
ｔ  

「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」 
参照 

基礎材 

（基礎コンクリート部） 
ｍ2  

「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石
工、基礎・裏込栗石工」 
参照 

 

 

４．数量算出方法  

  数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

（１）発泡スチロール（材料費）は、ロス率を以下とし体積（ｍ3）を算出する。 

項  目 ロ ス 率 

発泡スチロール +0.03 0.04 

 

（２）緊結金具（材料費）の発泡スチロールｍ3 当りの使用量は、ロス率を含み以下とし個数を算出する。

項  目 数 量 

緊結金具 2.3 

 

（３）支柱結合アンカー（材料費）は、規格ごとにコンクリート床板体積当りの必要本数（本/ｍ3）を 

算出する。 

 

（４）支柱（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 

 

（５）壁面材（材料費）は、壁面固定金具を含み、規格ごとに壁面面積当りの必要数量（枚/ｍ2及び個/ 

ｍ2）を算出する。 

 

（６）裏込砕石（軽量盛土）は、設計数量を算出する。 



. .

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工

1-3-5

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の変更

（７）付帯工の割合は下式にて算出する。 

付帯工の割合 ＝ 
裏込砕石工の盛土高６ｍを超える部分の設計量(ｍ3) 

裏込砕石工全体の設計量(ｍ3) 

設計量(ｍ3)：ロスを含まない数量

５．参考図 

（１）壁体構造を伴う場合 

 

    〔参考図１(両側壁面)〕        〔参考図２(片側壁面)〕 

 

 

 

（２）壁体構造を伴わない場合 

 

        〔参考図３(盛土)〕        〔参考図４(橋台裏込)〕 

          

基礎コンクリ
敷砂

基礎砕石(発泡スチロール設置基面部)

コンクリート

発泡スチロ

支柱
壁面材

コンクリー

基礎砕石(基礎コンク

リート

ト床版

ール

ト床版

排水材

裏込砕石※

裏込砕石※２

クリート部)

※１

６
ｍ

以
下

の
部

分
６

ｍ
を

超
え

る
部

分

※１
　裏込砕石＝裏込砕石工

※２
　裏込砕石＝裏込砕石工＋裏込砕石付帯工

コ

敷砂基礎砕石(発泡スチロール設置基面部)

コンクリート床版

発泡スチロール

排水

裏込砕

水材

コンクリート床版

石※２

裏込砕石※１

６
ｍ

以
下

の
部

分
６

ｍ
を

超
え

る
部

分

※１
　裏込砕石＝裏込砕石工

※２
　裏込砕石＝裏込砕石工
　　　　　　　＋裏込砕石付帯工

現行どおり

５．参考図 

５－１．壁面材有り 

・支柱設置工が必要な場合 

 

 

 

片側壁図 

 

 

 

 

 

両側壁図 

・支柱設置工が必要無い場合 

 

 

 

 

壁面材一体型 

５－２．壁面材無し 

 

 

 

橋台裏込                       盛土 

発泡スチロール設置工 

コンクリート床板工 

敷砂工 
基礎砕石工 

（発泡スチロール設置基面部） 

裏込砕石工 

排水材設置工 

発泡スチロール設置工支

コンクリート床板工 

裏込砕石工 

敷砂工 

基礎砕石工 

（発泡スチロール設置基面部） 

排水材設置工 

壁面材取付 

柱設置工 裏込砕石工 

壁面材設置工 

コンクリート床板工 

排水材設置工 

発泡スチロール設置工 基礎砕石工 

（発泡スチロール設置基面部） 
敷砂工 

基礎コンクリート工 
基礎砕石工 

（基礎コンクリート部） 

コンクリート床板工 

支柱設置工 

壁面材設置工 

発泡スチロール設置工 

敷砂工 

基礎砕石工 

（発泡スチロール設置基面部） 

基礎砕石工 

（基礎コンクリート部） 

基礎コンクリート工 



. .

1-4-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の修正・
追加

工　　　種 コンクリート工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

（１）数量算出項目及び区分一覧表 
 

区 分 
 
項 目 ３次

元モ
デル 

 

 
属性情報 

構造 
物種
別 

打設
工法 

 

コン
クリ
ート
規格 

設計
日打
設量 

養生
工の
種類 

圧送
管 

延長
距離
区分 

現場内
小運搬

の 
有無 

 
打設
地上
高さ､
水平
打設
距離 

単
位 

数
量 備考 

コ ン ク リ ー
ト Ａ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ3   
 
 

均 し 
コ ン ク リ ー

ト 
Ｂ ○  ○      ｍ2  

参考と
して施
工厚さ
(cm)及
び体積
を算出
する。 

「コンクリート」は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて構造物種別等を区分す

ることより「A」を適用する。 
「均しコンクリート」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面積を算出し、属性情報を

用いて構造物種別等を区分することより「B」を適用する。 

第４章 コンクリート工 

４．１ コンクリート工 

 
 １．適用 

 一般的な構造物のコンクリート打設に適用する。 
 ただし、ダムコンクリート、トンネル覆工コンクリート、砂防コンクリート、コンクリ

ート舗装、消波根固めブロック工、コンクリート桁及び軽量コンクリート等の特殊コンク

リート打設、第１編(共通編)６章6.4場所打擁壁工（１）（２）、７章函渠工（１）

（２）、第３編(道路編)７章橋台・橋脚工（１）（２）、１０章共同溝工（１）（２）に

は適用しない。 

 
 ２．数量算出項目 

 コンクリート、均しコンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

 
 ３．区分 

 区分は、構造物種別、施工条件、コンクリート規格、設計日打設量、養生工の種類、圧

送管延長距離区分、現場内小運搬の有無、打設高さ、水平距離とする。 

 
 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

 
区 分 

 
項 目 

構造物
種別 

施工
条件 

ｺﾝｸ 
ﾘｰﾄ 
規格 

設計
日打
設量 

養生
工の
種類 

圧送
管 

延長
距離
区分 

現場
内小
運搬
の 

有無 

打設
高さ､
水平
距離 

単位 数量 備考 

コ ン ク リ ー
ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ3   
 
 

均 し 
コ ン ク リ ー

ト 
○  ○      ｍ2  

参考と
して施
工厚さ
(cm)及
び体積
を算出
する。 

 
 （２）構造物種別区分 

構造物種別ごとに各部ごとの数量を算出し集計する。 
 

第４章 コンクリート工 

４．１ コンクリート工 

 
 １．適用 

 一般的な構造物のコンクリート打設に適用する。 
 ただし、ダムコンクリート、トンネル覆工コンクリート、砂防コンクリート、コンクリ

ート舗装、消波根固めブロック工、コンクリート桁及び軽量コンクリート等の特殊コンク

リート打設、４．４張りコンクリート工、第１編(共通編)６章6.4場所打擁壁工（１）

（２）、７章函渠工（１）（２）、第３編(道路編)７章橋台・橋脚工（１）（２）、１０

章共同溝工（１）（２）に、張りコンクリートは適用しない。 

 

現行どおり

現行どおり



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

工　　　種 型枠工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

1-4-5

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

４．２ 型枠工 

 

 １．適用 

 一般土木工事の構造物施工にかかる型枠工に適用する。 

 ただし、鋼橋床版、コンクリート桁、砂防、ダム、トンネル、第１編(共通編)６章6.4.1

場所打擁壁工（１）、７章7.1.1函渠工（１）、第３編(道路編)７章7.1.1橋台・橋脚工

（１）、１０章10.1共同溝工（１）等には適用しない。 

  

 ２．数量算出項目 

 型枠の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、型枠の種類、構造物の種類とする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 
区分 

 
項目 

型枠の 
種類 

構造物の
種類 

単位 数量 備 考 

型 枠 ○ ○ ｍ2   

注）１．撤去しない埋設型枠の発泡スチロールについては、平均厚を備考欄に明記する。 

２．鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用）は、半径５ｍ以下の円形部分に適用する。 

 

  （２）型枠の種類区分 

型枠の種類による区分は、以下のとおりとする。 

型枠の種類   一般型枠   
   

化粧型枠    
   撤去しない埋設型枠    

 

  （３）構造物の種類区分 

構造物の種類による区分は、以下のとおりとする。 

構造物の種類   鉄筋・無筋構造物   
   

小型構造物    
   

鉄筋・無筋構造物(合板円形型枠使用)    
   均しコンクリート    
   床版部    
   支承部・連結部 

 

４．２ 型枠工 

 

 １．適用 

 一般土木工事の構造物施工にかかる型枠工に適用する。 

 ただし、鋼橋床版、コンクリート桁、砂防、ダム、トンネル、４．４張りコンクリート工、

第１編(共通編)６章6.4.1場所打擁壁工（１）、７章7.1.1函渠工（１）、第３編(道路編)７章

7.1.1橋台・橋脚工（１）、１０章10.1共同溝工（１）等には適用しない。 

 

  （３）構造物の種類区分 

構造物の種類による区分は、以下のとおりとする。 

構造物の種類   鉄筋・無筋構造物   
   

小型構造物    
   

鉄筋・無筋構造物(合板円形型枠使用)    
   トンネル非常駐車帯，箱抜き 

 

均しコンクリート 

 

   
   床版部    
   支承部・連結部 

 

数量算出項目及び区分一覧表 
    区分
項目    

3 次元 
モデル 

属性情報 
型枠の
種類 

構造物
の種類 

単位 数量 備考 

型 枠 B ○ ○ m2   

注）1．撤去しない埋設型枠の発泡スチロールについては、平均厚を備考欄に明記する。 
  2．鉄筋・無筋構造物（合板円形型枠使用）は、半径 5m 以下の円形部分に適用する。 

「型枠」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面積を算出し、属性情報を用いて型枠の

種類や構造物種別を区分することより「B」を適用する。 

現行どおり

現行どおり



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

工　　　種 鉄筋工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

1-4-9

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 ガス圧接

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

1-4-12

記載の追加

現行どおり

現行どおり



新規追加

1-4-13

工　　　種 張りコンクリート工

   

改　正　理　由 　　新規改定による追加工種のため
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　正 備　　考

（控え頁）

１／３
積算上の注意事項

４．４ 張りコンクリート工

１．適用

張りコンクリート工（コンクリートの厚さが平均5cm以上10cm以下）に適用する。

２．数量算出項目

張りコンクリートの数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、対象構造物、施工区分、コンクリート規格、目地材の有無とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

１）張りコンクリート

区分 対象 施工 コンクリート 目地材 単 位 数 量 備 考
項 目 構造物 区分 規格 の有無

2コ ン ク リ ー ト ○ ○ ○ ○ ｍ

2型 枠 ○ ｍ

（２）対象構造物区分

下記の通り、対象構造物ごとに区分して算出する。

①縦排水溝

②小段排水溝

③防草コンクリート

４．数量算出方法

数量の算出は，「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

※対象構造物の幅、長さが一定でない場合は、平均値を用いて算出することとする。

(１)縦排水溝

S = （L +L ）×√（B +h ） + （L +L ） ×B （m ）1 2 1 1 1 2 ２
2 2 2

S ：張りコンクリート面積（m ）
2

B ：対象構造物の幅（m）1

B ：対象構造物の幅（m）2

h ：対象構造物の高さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）2

（平面図）

・i・r・・・a・j

L1

L2

B1

h1

B12+h12

B2

（断面図）

現行なし

（平面図）

（排水溝）

L1

L2

B1

h1

B1
2+h1

2

B2

（断面図）



新規追加

1-4-14

改　正　理　由 　　新規改定による追加工種のため
改　　正

現　　行

工　　　種 張りコンクリート工

   

現　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　正 備　　考

積算上の注意事項
（控え頁）

２／３

現行なし

（２）小段排水溝

S = （L ×√（B +h ）） + （L ×B ） + （L ×B ） + （L ×√（B +h ）） （m ）1 1 1 1 2 2 3 2 4 2
2 2 2 2 2

S ：張りコンクリート面積（m ）2

B ：対象構造物の幅（m）1

B ：対象構造物の幅（m）2

B ：対象構造物の幅（m）3

B ：対象構造物の幅（m）4

h ：対象構造物の高さ（m）1

h ：対象構造物の高さ（m）2

L ：対象構造物の長さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）2

（３）防草コンクリート（法肩部）

S = （L ×B ） + （L ×√（B +h ）） （m ）1 1 2 2 1
2 2 2

S ：張りコンクリート面積（m ）2

B ：対象構造物の幅（m）1

B ：対象構造物の幅（m）2

h ：対象構造物の高さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）2

h2B2

h1

B1

・

i・

r・
・・

a・

j

L1 L2

（断面図）

（平面図）

B3 B4

B1

h1

B2

L1 L2

（断面図）

（平面図）

h2B2

h1

B1

（
排
水
溝
）

L1 L2

（断面図）

（平面図）

B3 B4



新規追加

1-4-15

改　正　理　由 　　新規改定による追加工種のため
改　　正

現　　行

工　　　種 張りコンクリート工

   

現　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　正 備　　考

積算上の注意事項
（控え頁）

３／３

現行なし

（４）防草コンクリート（法尻部）

S = （L ×√（B +h ）） + （L ×B ） （m ）1 1 1 2 2
2 2 2

S ：張りコンクリート面積（m ）2

B ：対象構造物の幅（m）1

B ：対象構造物の幅（m）2

h ：対象構造物の高さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）2

（５）防草コンクリート（排水部）

S = L ×B （m ）1 1
2

S ：張りコンクリート面積（m ）2

B ：対象構造物の幅（m）1

L ：対象構造物の長さ（m）1

B1

h1

B2

L1 L2

（断面図）

（平面図）

B1

・

i・

r・
・・

a・

j

L1

（断面図）

（平面図）

B1

（

排
水
溝
）

L1

（断面図）

（平面図）



. .

工　　　種 場所打擁壁工(1)

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

1-6-10

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

６．４ 場所打擁壁工 

 ６．４．１ 場所打擁壁工（１） 

 

 １．適用 

 擁壁工の施工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 小型擁壁（Ａ）、小型擁壁（Ｂ）、重力式擁壁、もたれ式擁壁、逆Ｔ型擁壁、Ｌ型擁壁

、ペーラインコンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

注）１．基礎砕石厚さ２０cmを超える場合は、「第１編（共通編）９．１基礎・裏込砕石工、基

礎・裏込栗石工」によるものとする。 

２．ペーラインコンクリートについては、「第１編（共通編）４．１コンクリート工」によ

るものとする。 

 

 ３．区分 

 区分は、平均擁壁高さ、ｺﾝｸﾘｰﾄ規格、施工条件、鉄筋量、基礎砕石の有無、均しｺﾝｸﾘｰﾄの

有無、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

平均

擁壁

高さ 

ｺﾝｸ 

ﾘｰﾄ 

規格 

施工

条件 

鉄筋

量 

基礎

砕石

の 

有無 

均しｺ

ﾝｸﾘｰﾄ

の 

有無 

養生

工の

種類 

圧送

管 

延長

距離

区分 

単位 数量 備考 

小型擁壁（Ａ） ○ ○ × × ○ ○ ○ × ｍ3   

小型擁壁（Ｂ） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ｍ3   

重力式擁壁 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ｍ3   

もたれ式擁壁 × ○ × × ○ ○ ○ ○ ｍ3   

逆Ｔ型擁壁 × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ｍ3   

Ｌ型擁壁 × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ｍ3   

注）１．設計数量は、つま先版、突起を含む擁壁本体コンクリートの数量とする。 

２．基礎砕石の敷均し厚は、20㎝以下を標準としており、これにより難い場合は別途考慮す

る。 

３．擁壁平均高さは、擁壁の前面勾配或いは背面勾配、天端幅、擁壁種類が同一の構造形式

のブロックにて判断すること。 

４．圧送管延長区分は、６．４．２ 場所打擁壁工（２）３．区分（３）に準ずる。 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

      区分 
 
 
項目     

3次
元モ
デル 

属性情報 

平均
擁壁
高さ 

ｺﾝｸ 
ﾘｰﾄ 
規格 

施工
条件 

鉄筋
量 

基礎
砕石
の 

有無 

均しｺ
ﾝｸﾘｰﾄ
の 

有無 

養生
工の
種類 

圧送
管 
延長
距離
区分 

単位 数量 備

小型擁壁(A) A ○ ○ × × ○ ○ ○ × m3  

小型擁壁(B) A ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × m3  

重力式擁壁 A ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ m3  

もたれ式擁壁 A × ○ × × ○ ○ ○ ○ m3  

逆T式擁壁 A × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ m3  

L型擁壁 A × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ m3  

各項目は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて平均擁壁高さ等を区分す

ることより「A」を適用する。 

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 場所打擁壁工(1)

1-6-12

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

削除



. .

工　　　種 場所打擁壁工(1)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

1-6-13

記載の削除
削除



. .

1-6-14

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

工　　　種 場所打擁壁工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

６．４．２ 場所打擁壁工（２） 
   

  １．適用 

場所打擁壁工（１）の適用範囲を外れた擁壁工のコンクリート打設に適用する。 

参考（場所打揚壁工（１）の適用範囲を外れた擁壁工） 

・重力式擁壁[ 擁壁平均高さ５ｍを超えるもの] 

・もたれ式擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは８ｍを超えるもの] 

・逆Ｔ型擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは10ｍを超えるもの] 

・Ｌ型擁壁[ 擁壁平均高さ１ｍを超え３ｍ未満のもの，或いは７ｍを超えるもの] 

・重力式擁壁，もたれ式擁壁，逆Ｔ型擁壁，Ｌ型擁壁以外の形式の現場打擁壁 

 

  ２．数量算出項目 

コンクリート（場所打擁壁）の数量を区分ごとに算出する。 

 

  ３．区分 

区分は、規格、生コンクリート規格、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

   

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規 格 
生コンクリート

規格 
養生工の
種類 

圧送管延長 
距離区分 

単 位 数 量 備 考 

コンクリート 
（場所打擁壁） 

○ ○ ○ ○ ｍ3   

（２）コンクリート（場所打擁壁）の養生工の種類による区分は、以下のとおりとする。 

養生工の種類   一般養生   
   

特殊養生（練炭･ジェットヒータ）    
   

仮囲い内ジェットヒータ養生    
 

（３）コンクリート（場所打擁壁）の圧送管延長距離区分は、以下のとおりとする。 

圧送管延長距離区分   延長無し   
   

90ｍ未満    
   

90ｍ以上180ｍ未満    
   180ｍ以上280ｍ以下    

 

注）圧送管延長距離区分は、作業範囲（30ｍ）を超えて圧送管を延長する場合に、超えた部 

分の延長距離を該当する区分から選択する。 

 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

     区分 

項目     

3次元 

モデル 

属性情報 

規格 
生コンクリート

規格 

養生工の 

種類 

圧送管延長

距離区分 
単位 数量 備考

コンクリート 
（場所打擁壁） 

A ○ ○ ○ ○ m3   

「コンクリート（場所打擁壁）」は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて規

格等を区分することより「A」を適用する。 

現行どおり

現行どおり



. .

1-6-15

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

工　　　種 場所打擁壁工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

削除



. .

1-6-16

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

工　　　種 場所打擁壁工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

削除



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

1-7-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

工　　　種 函渠工(1)

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

７章 函渠工 

７．１ 函渠工 

 ７．１．１ 函渠工（１） 

 

 １．適用  

  以下のいずれかに該当する函渠工（現場打カルバート工）の施工に適用する。 

 (1)土被り範囲９ｍ以下で１層の現場打ちボックスカルバート（アーチ等形状は問わない） 

 (2)土被り範囲９ｍ以下で１層２連の現場打ちボックスカルバート 

 (3)コンクリート打設機械からの圧送管延長距離が340ｍ以下の場合 

 また、適用を外れる現場打カルバート工については、函渠工（２）を適用する。 

 

  ２．数量算出項目  

  函渠本体コンクリ－ト（ウイング、段落ち防止用枕を含む）、化粧型枠の数量を区分毎に

算出する。 

 また、基礎砕石（敷均し厚20cm以下）、均しコンクリート、目地・止水板（Ⅰ型）につい

ては必要の有無を確認する。 

  注）１．基礎砕石（敷均し厚20cmを超える場合）については、「第１編（共通編）９．１基礎・裏

込砕石工、基礎・裏込栗石工」によるものとする。 

２．目地・止水板（Ⅰ型以外の形状）については、別途考慮するものとする。 

３．冬期の施工で雪寒仮囲いが必要な場合については、「第１編（共通編）１１．６．２雪

寒仮囲い工」によるものとする。 

 

 ３．区分  

 区分は、コンクリート規格、内空寸法、養生工の種類、基礎砕石の有無、均しコンクリー

トの有無、目地・止水板の有無、圧送管延長距離とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表  

 

     区 分 

 

 項 目 

 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

規格 

内空 

寸法 

養生

工の

種類 

基礎

砕石

の 

有無 

均し 

ｺﾝｸ 

ﾘｰﾄの

有無 

目地･ 

止水板

の 

有無 

圧送管 

延長 

距離 

単位 数量 備考 

函  渠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ3 ○  

 

 

（１） 数量算出項目及び区分一覧表 

    区分 

項目     

3次元モ

デル 

属性情報 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
規格 

内空 
寸法 

養生工
の種類 

基礎砕
石の 
有無 

均し 
ｺﾝｸ 

ﾘｰﾄの
有無 

目地・
止水板

の 
有無 

圧送管 
延長 
距離 

単位 数量 備考 

函 渠 A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ m3   

 

「函渠」は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いてコンクリート規格等を区分するこ

とより「A」を適用する。 

 

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。 

現行どおり

次頁から移動



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

1-7-3

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の削除

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

工　　　種 函渠工(1)

前頁へ移動

削除



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

1-7-4

記載の削除

工　　　種 函渠工(1)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

削除



. .

工　　　種 函渠工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-7-5

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

７．１．２ 函渠工（２） 
 

 １．適用                                                                              

函渠工（１）の適用範囲を外れた函渠工コンクリート打設に適用する。 

参考（函渠工（１）の適用範囲を外れた函渠工） 
河川工事で施工する函渠 

・樋門・樋管(函渠(門柱等含む)、翼壁、水叩)、ボックス形式の水路等 
道路工事で施工する函渠 

・ボックスカルバート以外の函渠 
・１層又は１層２連以外の函渠 
・土被りが9ｍを超える函渠 
・「第１編（共通編）７．１．１函渠工（１）」の適用範囲を外れる函渠（下図参

照） 

内
空
高
：
（

ｍ
）
 

7 
                     

函渠工(1)適用範囲 

6 
               

5 
 

4 
  

3 
       

2 
               

1 
               

0                      

  0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

  内空幅（ｍ） 

 

 ２．数量算出項目                                                                       

コンクリート（場所打函渠）の体積を区分ごとに算出する。 

 

３．区分                                                                              

区分は、規格、生コンクリート規格、養生工の種類、圧送管延長距離区分とする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

規 格 
生コンクリート 

規格 
養生工の
種類 

圧送管延長 
距離区分 

単 位 数 量 備 考 

コンクリート 
（場所打函渠

） 
○ ○ ○ ○ ｍ3   

 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表 

 区分 

 

項目 

3次元 

モデル 

属性情報 

規 格 
生コンク 
リート 
規格 

養生工の 
種類 

圧送管延長 
距離区分 

単 位 数 量 備 考 

コンクリート 

（場所打函

渠） 

A ○ ○ ○ ○ m3   

 

「コンクリート（場所打函渠）」は、3次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて規格等を

区分することより「A」を適用する。 

現行どおり



. .

工　　　種 函渠工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-7-6

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .
（２）コンクリート（場所打函渠）の養生工の種類による区分は、以下のとおりとする。

養生工の種類 一般養生 

特殊養生（練炭･ジェットヒータ） 

仮囲い内ジェットヒータ養生 

 

（３）コンクリート（場所打函渠）の圧送管延長距離区分は、以下のとおりとする。

圧送管延長距離区分 延長無し 

110ｍ未満 

110ｍ以上 220ｍ未満 

220ｍ以上 340ｍ以下 

注）圧送管延長距離区分は、作業範囲（30ｍ）を超えて圧送管を延長する場合に、超えた部

分の延長距離を該当する区分から選択する。 

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

型枠 ｍ2  「第１編（共通編）４．２型枠工」
参照 

鉄筋工 ｔ  「第１編（共通編）４．３．１鉄筋工」
参照 

足場工 掛ｍ2
  「第１編（共通編）１１．４足場工」

参照 

支保工 空ｍ3
 

 「第１編（共通編）１１．５支保工」
参照 

基礎材 ｍ2  必要な場合別途計上 

均しコンクリート ｍ3   

水抜パイプ ｍ  必要な場合別途計上 

吸出し防止材 ｍ2  必要な場合別途計上 

目地板 ｍ2  必要な場合別途計上 

止水板 ｍ  必要な場合別途計上 

 

現行どおり

次頁から移動

４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 

 

（１）コンクリート（場所打函渠）の数量は、ウイング、段落ち防止用枕を含む本体コンクリー

トの数量とする。 



. .

工　　　種 函渠工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-7-7

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

前頁へ移動

削除



. .

工　　　種 函渠工(2)

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-7-8

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除
削除



. .

工　　　種 場所打杭工（大口径ボーリングマシン工）

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の修正

語句の修正

語句の修正

語句の修正

語句の修正

１－９－１３

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

（４）大口径ボーリングマシン工

別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。

１）Ｈ形鋼を使用する場合 は Ｈ形鋼の対角線長とし、鋼管を使用する場合の設計の設計杭径 、

て、とし なお、設計杭径については小数第１位以下杭径は鋼管の外径とし 数量を算出する。

を四捨五入して算出する。

（４）大口径ボーリングマシン工

別紙－１の数量のほか下記の項目について算出する。

１）Ｈ形鋼を使用する場合は、Ｈ形鋼の対角線長とし、鋼管を使用する場合の設計杭径は鋼管

の外径とし、とし数量を算出する。

Ｈ形鋼の場合 　　　　　鋼管の場合

設計杭径

設計杭径

※ 掘削長＝杭長＝材料長

２）土質区分別掘削長（１本当り）

杭打込長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。

区分 杭種別 土質区分

項目 モ ル タ モルタ コンク レキ質土 砂及び 岩塊 軟岩 硬岩
ル杭 ル杭 リート ・ 軟 岩 砂質土 玉石 (Ⅱ)
(Ｈ鋼) (鋼管) 杭 (Ⅰ) ・粘性土

(鋼管)

掘削長(ｍ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３）モルタルおよびコンクリート量

ａ）モルタルを使用する場合

Ｑ＝π／4 ×Ｄ ×Ｌ２

Ｑ：モルタル使用量‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ ／本）3

Ｄ：Ｈ形鋼の場合は削孔径‥‥‥‥‥（ｍ）

鋼管の場合は設計杭径

Ｌ：打設長‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）

ｂ）コンクリート（生コン）を使用する場合

Ｑ1 ＝π／4 ×（Ｄ１ －Ｄ ）×Ｌ２ ２

Ｑ2 ＝π／4 ×Ｄ ×Ｌ２

Ｑ1 ：モルタル使用量‥‥‥‥‥‥‥（ｍ /本）3

Ｑ2 ：中詰コンクリート使用量‥‥‥（ｍ /本）3

Ｄ：設計杭径‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）

Ｄ１：削孔径･･････････････････････（ｍ）

Ｌ：打設長‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）

※ 杭長＝材料長、掘削長＝打設長

Ｈ形鋼の場合 　　　　　鋼管の場合

設計杭径

設計杭径

２）土質区分別掘削長（１本当り）

杭打 長の最小単位は、0.1ｍを標準とする。込設

区分 杭種別 土質区分

項目 モルタル モルタ コンク レキ質土 砂及び 岩塊 軟岩 硬岩
杭 ル杭 リート ・ 軟 岩 砂質土 玉石 (Ⅱ)
(Ｈ 鋼) (鋼管) 杭 (Ⅰ) ・粘性土形

(鋼管)

掘削長(ｍ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３） モルタルおよびコンクリート 量杭１本当り 使用

ａ）モルタルを使用する場合

Ｑ＝π／4 ×Ｄ ×Ｌ２

Ｑ：モルタル使用量‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ ／本）3

Ｄ： 削孔径‥‥‥‥‥（ｍ）Ｈ形鋼の場合は

鋼管の場合は設計杭径

Ｌ：打設長‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）

ｂ）コンクリート（生コン）を使用する場合

Ｑ1 ＝π／4 ×（Ｄ１ －Ｄ ）×Ｌ２ ２

Ｑ2 ＝π／4 ×Ｄ ×Ｌ２

Ｑ1 ：モルタル使用量‥‥‥‥‥‥‥（ｍ /本）3

Ｑ2 ：中詰コンクリート使用量‥‥‥（ｍ /本）3

Ｄ：設計杭径‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）

Ｄ１：削孔径･･････････････････････（ｍ）

Ｌ：打設長‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（ｍ）



. .

工　　　種 場所打杭工（大口径ボーリングマシン工）

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

語句の修正

１－９－１４

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

４）削孔径

鋼管を使用する場合は、削孔径（ｍ）を算出する。

５）溶接回数

継杭の場合は、１本当たりの溶接回数（回）を算出する。

また、鋼管の場合は鋼管版厚を算出する。

削孔径Ｈ形鋼等４）

（ｍ）を算出する。鋼管を使用する場合は、削孔径Ｈ形鋼・鋼管材料長

５）溶接回数

継杭の場合は、１本当たりの溶接回数（回）を算出する。

また、鋼管の場合は鋼管 厚を算出する。版板



. .

１－９－１８

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

欄の追加

工　　　種 場所打杭工（大口径ボーリングマシン工）

  

改　正　理　由 土木工事積算基準書改定に伴い一部改正
改　　正

現　　行

別紙－１

（１）場所打杭

杭 １ 本 当 り 杭
総

工 種 種 別 杭径 杭長 鉄 筋 ｺﾝｸﾘｰﾄ ﾓﾙﾀﾙ 中詰材 Ｈ形鋼 鋼 管 杭頭処理 継材 本
ｺﾝｸﾘｰﾄ ﾓﾙﾀﾙ 規 格 規 格 規 格 取 壊 の 数

Ｄ=13 Ｄ=16 16 25 29 32 Ｄ＝35 Ｄ＝38 Ｄ=41 Ｄ=51 計 種 類 規格 使用量 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 有無≦Ｄ≦ ≦Ｄ≦ 単位質量 単位質量

mm m Kg Kg Kg Kg Kg kg Kg Kg Kg m3 m3 m3 本
樋 門 本 体

樋 管 胸 壁

水 門 翼 壁

排 水 水 叩
機 場

調 圧
水 槽

沈砂池

橋 梁 橋 台

橋 脚

擁 壁

山 留

地すべ
り抑止

基礎杭

注）１．杭の種類に応じて必要材料の算出を行う。

２．杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集計する。

３．橋梁については、各橋台・橋脚ごとに集計する。

４．掘削残土については、第Ⅰ編２章土工により別途算出する。

５．泥水については別途算出する。

別紙－１

（１）場所打杭

杭 １ 本 当 り 杭
総

工 種 種 別 杭径 杭長 鉄 筋 ｺﾝｸﾘｰﾄ ﾓﾙﾀﾙ 中詰材 Ｈ形鋼 鋼 管 杭頭処理 継材 本
ｺﾝｸﾘｰﾄ ﾓﾙﾀﾙ 規 格 規 格 規 格 取 壊 の 数

Ｄ=13 Ｄ=16 16 25 29 32 Ｄ＝35 Ｄ＝38 Ｄ=41 Ｄ=51 計 種 類 規格 使用量 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 有無≦Ｄ≦ ≦Ｄ≦ 単位質量 単位質量

mm m Kg Kg Kg Kg Kg kg Kg Kg Kg m3 m3 m3 本
樋 門 本 体

樋 管 胸 壁

水 門 翼 壁

排 水 水 叩
機 場

調 圧
水 槽

沈砂池

橋 梁 橋 台

橋 脚

擁 壁

山 留

地すべ
り抑止

注）１．杭の種類に応じて必要材料の算出を行う。

２．杭頭鉄筋の鉄筋量は鉄筋規格・径別に集計する。

３．橋梁については、各橋台・橋脚ごとに集計する。

４．掘削残土については、第Ⅰ編２章土工により別途算出する。

５．泥水については別途算出する。
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 1-11-27

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算基準の改定に
伴う記載の追加

工　　　種 雪寒仮囲い工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

１１．６．２ 雪寒仮囲い工

１．適用

積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において，平均設置高30ｍ以下の「雪寒

仮囲い」の設置及び撤去に適用する。なお， 小型Ｐタイプで設置高４ｍを超える場合，

構造物には適用しない。

現行どおり

１１．６．２ 雪寒仮囲い工

１．適用

積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において，平均設置高30ｍ以下の「雪寒

仮囲い」の設置及び撤去に適用する。なお，小型構造物には適用しない。

２．数量算出項目

雪寒仮囲いの面積を区分毎に算出する。

３．区分

区分は，雪寒仮囲いの構造形式とする。

（１）数量算出項目一覧表

区分
構造形式 単位 数 量 備 考

項目

2雪寒仮囲い ○ ｍ

（２）構造形式区分

下記のとおり，構造形式ごとに区分して算出する。

①Ｐタイプ

②Ｗタイプ

③ＰＷタイプ

※さらに，「②Ｗタイプ，③ＰＷタイプ」については，枠組足場と枠組足場以外で

数量を区分すること。



. .

工　　　種 鉄筋挿入工(ロックボルト工）

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

1-11-40

注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

積算基準の改定に
伴う足場幅の修正

現行どおり

現行どおり



. .

2-2-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

工　　　種 軟弱地盤上における樋門・樋管

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 堤防除草工

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

2-4-3

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

積算基準の改定に
伴う記載の削除

積算基準の改定に
伴う記載の削除

（２）除草機種による区分は、以下のとおりとする。 

除草機種   大型自走式（ロングリーチ式）   
   

大型自走式（履帯式）    
   

遠隔操縦式（刈幅185㎝）    
   

遠隔操縦式（刈幅120㎝）    
   

ハンドガイド式（刈幅150㎝）    
   

肩掛式（カッタ径255㎜）    
   

人力    
 
 （３）飛散防止措置による区分は、以下のとおりとする。 

飛散防止措置   有り   
   

無し    
 
 （４）集草機種による区分は、以下のとおりとする。 

集草機種   大型自走式（履帯式）   
   

遠隔操縦式（集草幅180㎝）    
   

遠隔操縦式（集草幅160㎝）    
   

ハンドガイド式（集草幅200㎝）    
   

人力    
 
 （５）積込・荷卸における機種による区分は、以下のとおりとする。 

機種   ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）（梱包無し）   
   

ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）（梱包有り）    
   

パッカー車（回転式・積載容量８ｍ3）    
 
 （６）運搬機械による区分は、以下のとおりとする。 

機種   ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）   
   

パッカー車（回転式・積載容量８ｍ3）    
 
 （７）梱包の有無による区分は、以下のとおりとする。 

梱包の有無   梱包有り   
   

梱包無し    
 
 （８）DID 区間の有無による区分は、以下のとおりとする。 

DID 区間の有無   無し   
   有り 

 

（２）除草機種による区分は、以下のとおりとする。 

除草機種   大型自走式（ロングリーチ式）   
   

大型自走式（履帯式）    
   

遠隔操縦式（刈幅185㎝）    
   

遠隔操縦式（刈幅120㎝）    
   

ハンドガイド式（刈幅150㎝）    
   

肩掛式（カッタ径255㎜）    
   

人力    
 
 （３）飛散防止措置による区分は、以下のとおりとする。 

飛散防止措置   有り   
   

無し    
 
 （４）集草機種による区分は、以下のとおりとする。 

集草機種   大型自走式（履帯式）   
   

遠隔操縦式（集草幅180㎝）    
   

遠隔操縦式（集草幅160㎝）    
   

ハンドガイド式（集草幅200㎝）    
   

人力    
 
 （５）積込・荷卸における機種による区分は、以下のとおりとする。 

機種   ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）（梱包無し）   
   

ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）（梱包有り）    
   

パッカー車（回転式・積載容量８ｍ3）    
 
 （６）運搬機械による区分は、以下のとおりとする。 

機種   ダンプトラック（オンロード・ディーゼル・２ｔ積級）   
   

パッカー車（回転式・積載容量８ｍ3）    
 
 （７）梱包の有無による区分は、以下のとおりとする。 

梱包の有無   梱包有り   
   

梱包無し    
 
 （８）DID 区間の有無による区分は、以下のとおりとする。 

DID 区間の有無   無し   
   有り 

 

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 堤防除草工

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

2-4-4

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

積算基準の改定に
伴う記載の削除

 ４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

 

 

 ５．参考図 

 （１）標準施工フローは下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）工法選定フローは下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機
械
搬
入 

機
械
搬
出 

除

草 

機
械
搬
入 

機
械
搬
出 

集

草 

機
械
搬
入 

機
械
搬
出 

梱

包 

積 

込 

荷 

卸 

処

分 

運

搬 

大 型 自 走 式  
(履帯式) 

肩 掛 式 
遠 隔 操 縦 式  
(刈幅 185 ㎝) 

大 型 自 走 式  
(ロングリーチ式) 

遠 隔 操 作 式  
(刈幅 120 ㎝) 

ハンドガイド式 人 力 

法面に 

河川構造物，障害 

物がありハンド 

ガイド式を使用し 

ては危険 

天端，法尻 
より除草可能でロン 
グリーチ式のＵターン 

箇所(幅3.3ｍ) 

普及度， 
保有状況より 
ロングリーチ式 

を使用 

法面に 

河川構造物，障害 

物がありハンド 

ガイド式を使用し 

ては危険 

法勾配 
1：1.9 

普及度，保 

有状況より遠隔操 

縦式(刈幅120㎝) 

を使用 

法勾配 
1：1.5 

普及度，保 

有状況より遠隔操 

縦式(刈幅185㎝) 

を使用 

法面に 

河川構造物，障害 

物があり大型自走式 

(履帯式)を使用し 

ては危険 

普及度， 

保有状況より大型 

自走式(履帯式) 

を使用 

法勾配 

1：1.8 

法勾配 

1：1.4 

工法の選定 

未満 

以上 

以上 

で
き
る 

な
い 

あ
る 

で
き
る 

で
き
な
い 

未満 

で
き
る 

以
上 

未
満 

できない 

未
満 

で
き
な
い 

以
上 

な
い 

あ
る 

で
き
る 

あ
る 

ない 

できない 

あ
る な

い 

現行どおり

（２）工法選定フローは下図のとおりとする。



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-1-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

記載の修正・削除

記載の削除

工　　　種  不陸整正

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

１章 舗装工 

１．１ 不陸整正 

 

 １．適用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の不陸整正に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

路床及び路盤の不陸整正の面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、補足材料の有無、補足材料平均厚さ、補足材料の規格とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

補足

材料の

有無 

補足

材料平

均厚さ 

補足

材料の

規格 

単位 数量 備 考 

不陸整正 ○ ○ ○ ｍ2   

不陸整正 

（ＩＣＴ） 
○ ○ ○ ｍ2   

 

（２）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに３次元設計データ若しくは不陸整正の３次元計

測データがある場合における補修材の平均厚さの算出は、以下のとおりとする。 

平均厚さ＝体積/面積 

体積については、３次元 CAD ソフト等を用いた場合、以下の方式によることを標準とする。 

３次元 CAD ソフト等を用いた a)～c)の方式 

 数量算出に用いる３次元点群座標データは、５０ｃｍ間隔以下の点密度とする。ただし、植生

等により測定した点が正しく地表を捉えられず、標準の点密度の取得が困難な場合には、この

限りでない。 

 

 a) 点高法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からなる２つの面

データに重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシュ間隔の面積

を乗じたものを総和する。メッシュ間隔は 50cm 以内とし、標高差の算出には、以下の方法と

する。 

 ・４点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法（下図のとおり） 

・１点法：メッシュ交点にて標高差を算出する方法 

（２）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに３次元設計データ若しくは不陸整正の３次元計

測データがある場合における補修材の平均厚さの算出は、以下のとおりとする。 

平均厚さ＝体積/面積 

体積については、3 次元 CAD 等を用いた場合、1.10 3 次元モデルの基本的な表現方法による

ことを標準とする。 
 

現行どおり

削除



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-1-3

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

記載の削除

工　　　種  不陸整正

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

A h1

h2

h3

h4

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
V ＝ A ×

（ h1 + h2 + h3 + h4）

4

 

 

 b) ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からそれぞれの面

データとしてＴＩＮからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値にてＤＬ面（標

高基準面）を設定し、各ＴＩＮの水平投影面積と、ＴＩＮを構成する各点からＤＬ面までの

高低差の平均（平均高低差）を乗じた体積を総和する。 

なお、ＴＩＮとは Triangular Irregular Network の略。ＴＩＮは、標高データを補間す

る最も一般的なデジタルデータ構造である。ＴＩＮは、多くの点を３次元上の直線で繋いで

三角形の頂点の組合せで面（サーフェス）を形成する。 

 

 

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 ）

3

▽ DL面（標高基準面）：DL=○○．○○m

A

h1 h2
h3

A：サーフェスを構成するTinの水平面積

h1～h3：Tinを構成する各点からDL面までの高低差

DL面：体積計算を行なうための基準となる標高面

 

 

 c) プリズモイダル法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からそれぞれの面

データとしてＴＩＮからなる面データを作成し、面データのポイントの位置を互いの面データ

に投影する。次に各面データから、本来の自身が持つポイントと相手のポイントを合わせたポ

イント位置により新たな三角網を形成し、この三角網の結節点の位置での標高差に基づき複合

した面データの標高を計算する。面データの各ＴＩＮを構成する点をそれぞれの面データに投

影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成されるので、その作成された点

で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和する。 

TIN の水平面積 

削除



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-1-4

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

記載の削除

工　　　種  不陸整正

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d)その他算出結果について結果を確認できるもの 

削除



. .

3-1-5

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

..

記載の修正・追加

工　　　種 路盤工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

　 　

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 路盤工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-1-6

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

記載の削除

 
項目 材料 平均厚さ区分 

下層路盤 
 

(車道・路肩部) 
 

及び 
 

下層路盤 
(車道・路肩部) 
（ＩＣＴ） 

― 

75m 以上 125mm 以下 
125mm 超 175mm 以下 
175mm 超 200mm 以下 
200mm 超 225mm 以下 
225mm 超 275mm 以下 
275mm 超 325mm 以下 
325mm 超 375mm 以下 
375mm 超 400mm 以下 
400mm 超 425mm 以下 
425mm 超 475mm 以下 
475mm 超 525mm 以下 
525mm 超 575mm 以下 
575mm 超 600mm 以下 
600mm 超 625mm 以下 
625mm 超 675mm 以下 
675mm 超 725mm 以下 
725mm 超 775mm 以下 
775mm 超 800mm 以下 
800mm 超 825mm 以下 

825mm 超 875mm 以下 

875mm 超 925mm 以下 

925mm 超 975mm 以下 
975mm 超 1000mm 以下 
1000mm 超 1025mm 以下 
1025mm 超 1075mm 以下 

1075mm 超 1125mm 以下 

下層路盤 
 

(歩道部) 
― 

25mm 以上 75mm 以下 
75mm 超 125mm 以下 
125mm 超 175mm 以下 
175mm 超 200mm 以下 
200mm 超 225mm 以下 
225mm 超 275mm 以下 
275mm 超 325mm 以下 
325mm 超 375mm 以下 
375mm 超 400mm 以下 
400mm 超 425mm 以下 
425mm 超 475mm 以下 
475mm 超 525mm 以下 

上層路盤 
 

(車道・路肩部) 
 

及び 
 

上層路盤 
(車道・路肩部) 
（ＩＣＴ） 

瀝青安定処理材(25) 
瀝青安定処理材(30) 
瀝青安定処理材(40) 

再生瀝青安定処理材(40) 
路盤材(各種) 

45mm 以上 55mm 以下 
55mm 超 65mm以下 
65mm 超 75mm以下 
75mm 超 85mm以下 
85mm 超 95mm以下 
95mm 超 100mm 以下 

再生粒度調整砕石 RM-25 
再生粒度調整砕石 RM-30 
再生粒度調整砕石 RM-40 

粒度調整砕石 M-25 
粒度調整砕石 M-30 
粒度調整砕石 M-40 

路盤材(各種) 

25mm 以上 75mm 以下 
75mm 超 125mm 以下 
125mm 超 150mm 以下 
150mm 超 175mm 以下 
175mm 超 225mm 以下 
225mm 超 275mm 以下 
275mm 超 300mm 以下 
300mm 超 325mm 以下 
325mm 超 375mm 以下 
375mm 超 425mm 以下 
425mm 超 450mm 以下 

上層路盤 
 

(歩道部) 
― 

75mm 以上 125mm 以下 
125mm 超 150mm 以下 
150mm 超 175mm 以下 

 

削除



. .

工　　　種 路盤工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

3-1-7

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

記載の削除

記載の追加

語句の修正

記載の削除

  

175mm 超 225mm 以下 
225mm 超 275mm 以下 
275mm 超 300mm 以下 
300mm 超 325mm 以下 
325mm 超 375mm 以下 
375mm 超 425mm 以下 

 

 （３）平均幅員区分 

①１．４ｍ未満 

②１．４ｍ以上 

 

（４）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに路盤面の３次元設計データがある場合における

路盤の平均厚さの算出は、以下のとおりとする。 

平均厚さ＝体積/面積 

体積については、３次元 CAD ソフト等を用いた場合、以下の方式によることを標準とする。 

３次元 CADソフト等を用いた a)～c)の方式 

 数量算出に用いる３次元点群座標データは、５０ｃｍ間隔以下の点密度とする。ただし、植

生等により測定した点が正しく地表を捉えられず、標準の点密度の取得が困難な場合には、こ

の限りでない。 

 a) 点高法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からなる２つの面

データに重ね合わせたメッシュ（等間隔）交点で標高を算出し、標高差にメッシュ間隔の面積

を乗じたものを総和する。メッシュ間隔は 50cm 以内とし、標高差の算出には、以下の方法と

する。 

   ・４点平均法：メッシュ交点の四隅の標高差を平均する方法（下図のとおり） 

・１点法：メッシュ交点にて標高差を算出する方法 

A h1

h2

h3

h4

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 + h4）

4
V ＝ A ×

（ h1 + h2 + h3 + h4）

4

 

 

 b) ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法 

データとしてＴＩＮからなる面データを作成したうえで、ある一定の標高値にてＤＬ面（標

高基準面）を設定し、各ＴＩＮの水平投影面積と、ＴＩＮを構成する各点からＤＬ面までの高

低差の平均（平均高低差）を乗じた体積を総和する。 

なお、ＴＩＮとは Triangular Irregular Network の略。ＴＩＮは、標高データを補間する

最も一般的なデジタルデータ構造である。ＴＩＮは、多くの点を３次元上の直線で繋いで三角

形の頂点の組合せで面（サーフェス）を形成する。 

削除

 

 （３）平均幅員区分 

①１．４ｍ未満 

②１．４ｍ以上 

 

（４）施工区分 

   ①１層施工 

②２層施工 

③３層施工 

④４層施工 

⑤５層施工 

⑥６層施工 

 

（５）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに路盤面の３次元設計データがある場合における

路盤の平均厚さの算出は、以下のとおりとする。 

平均厚さ＝体積/面積 

体積については、3 次元 CAD 等を用いた場合、1.10 3 次元モデルの基本的な表現方法による

ことを標準とする。 

削除



. .

3-1-8

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

工　　　種 路盤工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

 

V ＝ A ×
（ h1 + h2 + h3 ）

3

▽ DL面（標高基準面）：DL=○○．○○m

A

h1 h2 h3

A：サーフェスを構成するTinの水平面積

h1～h3：Tinを構成する各点からDL面までの高低差

DL面：体積計算を行なうための基準となる標高面

 

 

 c) プリズモイダル法 

現況地形や出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ）からそれぞれの面

データとしてＴＩＮからなる面データを作成し、面データのポイントの位置を互いの面データ

に投影する。次に各面データから、本来の自身が持つポイントと相手のポイントを合わせたポ

イント位置により新たな三角網を形成し、この三角網の結節点の位置での標高差に基づき複合

した面データの標高を計算する。面データの各ＴＩＮを構成する点をそれぞれの面データに投

影すると、各面データに同じ水平位置で標高の異なる点が作成されるので、その作成された点

で再度面データを構築し、三角形水平面積と高低差を乗じた体積を総和する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

d)その他算出結果について結果を確認できるもの 

 

削除



. .

工　　　種  半たわみ性（コンポジット）舗装工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

　 　

3-1-11

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

..

記載の追加

記載の修正

記載の削除

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

施工厚さ 

 

浸透用セメント 

ミルク種類 

浸透用セメントミ

ルク使用量 

（ℓ/100m2） 

単位 数量 備考 

セメントミルク浸透 ○ ○ ○ ｍ2   

 

 （２）施工厚さによる区分は、以下のとおりとする。 

施工厚さ   50mm   
   

100mm    
   

各種   

１．４ 半たわみ性（コンポジット）舗装工 

 
 １．適用 

開粒度タイプ加熱アスファルト混合物を舗設後、セメントミルクを浸透させる半たわみ性

舗装工及び半たわみ性コンポジット舗装工におけるセメントミルク浸透に適用する。 

なお、アスファルト混合物の舗設はアスファルト舗装工を適用する。 

 
 ２．数量算出項目 

セメントミルク浸透の数量を区分ごとに算出する。 

 
 ３．区分 

区分は、施工厚さ、浸透用セメントミルク種類とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 
項 目 

施工厚さ 
浸透用セメント 

ミルク種類 
単位 数量 備考 

セメントミルク浸透 ○ ○ ｍ2   

 

 （２）施工厚さによる区分は、以下のとおりとする。 

施工厚さ   25mm以上35mm未満   
   

35mm以上45mm未満    
   

45mm以上55mm未満    
   

55mm以上65mm未満    
   

65mm以上75mm未満    
   

75mm以上85mm未満    
   

85mm以上95mm未満    
   

95mm以上100mm未満    

   浸透用セメントミルクの使用量             (100ｍ2当り) 

施 工 厚 さ 単 位 使 用 量 

25mm以上 35mm 未満 ℓ 630～882 

35mm以上 45mm 未満 〃 882～1,134 

45mm以上 55mm 未満 〃 1,134～1,386 

55mm以上 65mm 未満 〃 1,386～1,638 

65mm以上 75mm 未満 〃 1,638～1,890 

75mm以上 85mm 未満 〃 1,890～2,142 

85mm以上 95mm 未満 〃 2,142～2,394 

95mm以上 100mm 以下 〃 2,394～2,520 

 

現行どおり

削除



. .

３－２－２９

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

..

記載の追加

工　　　種   路側工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

　 　

 ２．５．２ 路側工 

 

 １．適用 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロック、インターロッキングブロック、ブロック規格が30cm

×30cm及び40cm×40cmの平板ブロック（透水性ブロック含む）及び視覚障害者誘導用ブロック（

点状ブロック、線状ブロック）の設置工及び撤去工に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの延長、及びインターロッキングブロック、平板ブロ

ック及び視覚障害者誘導用ブロックの面積を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、規格、作業区分、基礎砕石の有無、均し基礎コンクリート規格、養生工の有無 

とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 
規格 

作業

区分 

基礎砕石

の有無 

均し基礎 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規

格 

養生工

の有無 
単位 数量 備  考 

歩車道境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

地先境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

インターロッキング 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

敷材料の厚さ

と種類を明記 

平 板 ブ ロ ッ ク ○ × × × × ｍ2   

視覚障害者誘導用 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × × ｍ2  

 

 

 （２）規格区分 

 

平板ブロック 30cm×30cm 
 40cm×40cm  

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

 

 （１）土工（床掘り・埋戻し）、基礎（砕石・コンクリート等）、舗装版切断等が必要な場合は、別

途算出する。 

 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

区 分 

項 目 

規

格 

作業

区分 

基礎砕石

の有無 

均し

基礎 

ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

養生工

の有無 

m当り使用

量 

(個/m) 

 

単

位 

数

量 
備  考 

歩車道境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

地先境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

インターロッキング 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × ×  

ｍ
2 

 
敷材料の厚

と種類を明記

平 板 ブ ロ ッ ク ○ × × × ×  
ｍ
2 

 
 

視覚障害者誘導用 

ブ ロ ッ ク 
○ × × × ×  

ｍ
2 

 
 

 

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 落橋防止装置

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

  

3-3-57

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

..

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

３．２２ 落橋防止装置工 

 

３．２２．１ 落橋防止装置工 

 １．適用  

 落橋防止装置設置（けたかかり長、落橋防止構造、変位制限構造及び段差防止構造）に

伴う、橋台・橋脚のコンクリート削孔、アンカー施工及び充填補修作業に適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 コンクリート削孔（コアボーリングマシン）、コンクリート削孔（ハンマドリル）、コ

ンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］）、アンカー、アンカー材（材料費）、注入

材（材料費）、充填補修、補修材（材料費）の数量を区分ごとに算出する。 

 

３．区分 

 区分は、アンカー材径、削孔深さ、適用アンカー材径、削孔方向とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

  ①コンクリート削孔（コアボーリングマシン） 

区 分  
項 目 

アンカー材径 削孔深さ 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（コアボーリングマシン） 

○ ○ 孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

 

  ②コンクリート削孔（ハンマドリル） 

項  目 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（ハンマドリル） 

孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

２．上方向のコンクリート削孔には適用しない。 

 

  ③コンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］） 

区 分  
項 目 

削孔深さ 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（さく岩機［ハンドドリル］） 

○ 孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

２．上方向のコンクリート削孔には適用しない。 

２．数量算出項目 

 コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン）、コンクリート削孔（電動ハンマド

リル）、コンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］（空圧式））、アンカー、アンカ

ー材（材料費）、注入材（材料費）、充填補修、補修材（材料費）の数量を区分ごとに算

出する。 

 

現行どおり

３．区分 

 区分は、アンカー材径、削孔深さ、適用アンカー材径、削孔方向とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

  ①コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン） 

区 分  
項 目 

アンカー材径 削孔深さ 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（コアボーリングマシン） 

○ ○ 孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

 

  ②コンクリート削孔（電動ハンマドリル） 

項  目 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（ハンマドリル） 

孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

２．上方向のコンクリート削孔には適用しない。 

 

  ③コンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］（空圧式）） 
区 分  

項 目 
削孔深さ 単 位 数 量 備  考 

コンクリート削孔 
（さく岩機［ハンドドリル］） 

○ 孔   

注）１．不達孔（削孔ロス）を含み、不達孔の有無にかかわらず適用できる。 

２．上方向のコンクリート削孔には適用しない。 



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-3-58

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

工　　　種 落橋防止装置

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

 ④アンカー 

区 分  
項 目 

適用 
アンカー材径 

削孔方向 単 位 数 量 備  考 

アンカー ○ ○ 本   

アンカー材（材料費） × × 本   

注入材（材料費） × × 本   

充填補修 × × 孔   

補修材（材料費） × × 孔   

注）上方向のアンカー打込みの場合は別途考慮する。 
 
（２）コンクリート削孔（コアボーリングマシン）のアンカー材径による区分は、以下のとおりと 

する。 

アンカー材径   17mm 以下   
   

17mm を超え、23mm 以下    
   

23mm を超え、30mm 以下   
   30mm を超え、43mm 以下    
   43mm を超え、54mm 以下    
   54mm を超え、67mm 以下    
   67mm を超え、80mm 以下    
   80mm を超え、100mm 以下    

 
（３）コンクリート削孔（コアボーリングマシン）の削孔深さによる区分は、以下のとおりとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）コンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］）の削孔深さによる区分は、以下のとおりと 

する。 

 

削孔深さ   500mm以下   
   

500mmを超え、1,000mm 以下    
   

1,000mm を超え、1,300mm以下 

（アンカー材径 30mm を超え、100mm 以下のみ） 
   

削孔深さ   200mmを超え、500mm 以下   
   500mmを超え、800mm 以下 

（２）コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン）のアンカー材径による区分は、以下のとお
りとする。 

アンカー材径   17mm 以下   
   

17mm を超え、23mm 以下    
   

23mm を超え、30mm 以下   
   30mm を超え、43mm 以下    
   43mm を超え、54mm 以下    
   54mm を超え、67mm 以下    
   67mm を超え、80mm 以下    
   80mm を超え、100mm 以下    

 
（３）コンクリート削孔（電動式コアボーリングマシン）の削孔深さによる区分は、以下のとおりと

する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）コンクリート削孔（さく岩機［ハンドドリル］（空圧式））の削孔深さによる区分は、以下のと

おりとする。 

 

削孔深さ   500mm 以下   
   

500mm を超え、1,000mm 以下    
   

1,000mm を超え、1,300mm 以下 

（アンカー材径 30mm を超え、100mm 以下のみ） 
   

削孔深さ   200mm を超え、500mm 以下   
   500mm を超え、800mm 以下 

現行どおり



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-3-59

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

積算基準の改定に
伴う記載の変更

工　　　種 落橋防止装置

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

（５）アンカーの適用アンカー材径による区分は、以下のとおりとする。 

適用アンカー材径   25mm 以下   
   

25mm を超え、40mm 以下    
   

40mm を超え、55mm 以下    
   55mm を超え、70mm 以下    
   70mm を超え、85mm 以下    

 
（６）アンカーの削孔方向による区分は、以下のとおりとする。 

 
 
 
 
 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

泥水処理工 ｍ3  必要な場合別途計上 

足場工 掛ｍ2  必要な場合別途計上 

 
 ４．数量算出方法 
     数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 
 
 （１）アンカー材（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 
  
 （２）注入材（材料費）はエポキシ樹脂系注入材を標準とし、1 本当りの注入材使用量を下式によ 

り算出する。 

使用量(㎏)＝｛（Ｄ２－ｄ２）×π×1／4×ℓ｝×Ｍ×（１＋Ｋ） （㎏／本） 

Ｄ：削孔径（ｍ） 
ｄ：アンカー材径（ｍ） 
ℓ：削孔深（ｍ） 
Ｍ：単位質量は 1,200 ㎏／ｍ3 とする。 
Ｋ：ロス率は＋0.15 とする。 

 
 （３）補修材（材料費）はセメント系グラウト材を標準とし、1 孔当りの注入材使用量を下式によ 

り算出する。 

 使用量(㎏)＝｛Ｄ２×π×1／4×ℓ｝×Ｍ×（１＋Ｋ） （㎏／孔） 

Ｄ：削孔径（ｍ） 
ℓ：削孔深（ｍ）（削孔深は不達孔の平均削孔深とする） 
Ｍ：単位質量は 1,875 ㎏／ｍ3 とする。 
Ｋ：ロス率は＋0.15 とする。 

 

削孔方向   横方向   
   

下方向    

４．数量算出方法 
     数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。 
 
 （１）アンカー材（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 
  
 （２）注入材（材料費）はエポキシ樹脂系注入材を標準とし、1本当りの注入材使用量を下式によ 

り算出する。 

使用量(㎏)＝｛（Ｄ２－ｄ２）×π×1／4×ℓ｝×Ｍ×（１＋Ｋ） （㎏／本） 

Ｄ：削孔径（ｍ） 
ｄ：アンカー材径（ｍ） 
ℓ：削孔深（ｍ） 
Ｍ：単位質量は 1,200 ㎏／ｍ3 とする。 
Ｋ：ロス率は＋0.15 0.20 とする。 

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 落橋防止装置

  

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-3-60

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の追加

（４）削孔径はアンカー材径＋10 ㎜以上を確保できるビット径とし、アンカー材径に適用する削 
孔径と使用ビット径は下表を標準とする。 

アンカー材径 

(㎜) 
17 以下 

17を超え 

23 以下 

23を超え 

30 以下 

30を超え 

43 以下 

43を超え 

54 以下 

54を超え 

67 以下 

67を超え 

80 以下 

80を超え 

100 以下 

適用削孔径 

(㎜) 
27 以下 

27を超え 

33 以下 

33を超え 

40 以下 

40を超え 

53 以下 

53を超え 

64 以下 

64を超え 

77 以下 

77を超え 

90 以下 

90を超え 

110 以下 

使用ビット径 

(㎜) 
27.6 33.1 40.0 53.1 64.7 77.4 90.8 110.0 

 
５．参考 
 
 コンクリート削孔機種の選定は、下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※現場条件とは、作業スペース、騒音・振動による制限及び既設配筋間隔等による施工障害とする。 
 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 20≦Ｄ≦30 
かつ 
ℓ≦200 

鋼製ブラケット

用アンカー又は 

中間貫通孔 

Ｄ＜20 

20≦Ｄ≦50 
かつ 

200＜ℓ≦800 

現場条件※に 

よりさく岩機による 

施工が可能か 

Ｄ≦110 
かつ 

ℓ≦1,300 

ハンマドリル さく岩機 
［ハンドドリル］ 

コアボーリングマシン 別途考慮 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｄ：削孔径（㎜） 

ℓ：削孔深さ（㎜） 

５．参考 
 
 コンクリート削孔機種の選定は、下記を標準とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※現場条件とは、作業スペース、騒音・振動による制限及び既設配筋間隔等による施工障害とする。 

現行どおり

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 20≦Ｄ≦30 

かつ 
ℓ≦200 

鋼製ブラケット

用アンカー又は 

中間貫通孔 

Ｄ＜20 

20≦Ｄ≦50 
かつ 

200＜ℓ≦800 

現場条件※に 

よりさく岩機による 

施工が可能か 

Ｄ≦110 
かつ 

ℓ≦1,300 

ハンマドリル さく岩機 

［ハンドドリル］ 
コアボーリングマシン 別途考慮 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｄ：削孔径（㎜） 

ℓ：削孔深さ（㎜） 

電動ハンマドリル さく岩機 

［ハンドドリル（空圧式）］ 

コンクリート削孔機（電動

式コアボーリングマシン） 



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

工　　　種 橋梁本体

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

3-4-8

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

工　　　種 付属物

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-4-9

記載の追加・削除

工　　　種 鋼材質量

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり



. .

工　　　種 鋼材質量

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

２／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加・削除

記載の追加・削除

記載の追加

前頁から（一部）移動

前頁から（一部）移動

現行なし



. .

工　　　種 鋼材質量

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-4-10

積算上の注意事項

（控え頁）

３／３

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

記載の追加

現行なし



. .

工　　　種 溶接延長

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-4-11

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 塗装工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-12

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 鋼橋架設工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加・削除

3-4-15

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現行どおり

次頁から移動



. .

工　　　種 鋼橋架設工

3-4-16

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加・削除

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

前頁から（一部）移動

前頁へ移動

次頁へ移動



. .

工　　　種 足場設備工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-4-17

記載の追加

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 防護設備工

　

3-4-19

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

　

工　　　種 登り桟橋工

3-4-20

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

.

記載の追加

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 コンクリート床版工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-21

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 グレーチング床版架設工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-22

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

3-4-23

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

工　　　種 伸縮装置工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

数量算出項目一覧表 

       区分 

項目 

3 次元 

モデ

ル 

属性情報 

規格 単位 
数量 

備考 
新設 取替 

伸縮装置材料 Ⅱ ○ m    

補強鉄筋 Ⅱ ○ t   必要な場合 

コンクリートアンカー Ⅱ ○ 本   必要な場合 

打設コンクリート Ⅰ ○ m3 －  必要な場合 

 

「伸縮装置材料」、「補強鉄筋」と「コンクリートアンカー」は、3 次元モデルに簡易な形状・

記号（点、線、面）を加えて位置と延長等を算出し、属性情報を用いて規格を区別することよ

り「Ⅱ」を適用する。 
「打設コンクリート」は、3 次元モデルより体積を算出し、属性情報を用いて規格を区別する

ことより「Ⅰ」を適用する。 
※関連「4.1.1 橋梁本体」 

４．７ 橋梁付属物工 

 

４．７．１ 伸縮装置工 

 
１．適用 
  橋梁用鋼製伸縮装置工の新設（単独で発注する工事）及び補修に適用する。 
 
２．数量算出項目 

  伸縮装置材料、補強鉄筋、コンクリートアンカ、打設コンクリートの数量を区分ごとに算

出する。 
 
３．区分 

  区分は、規格とする。 
 
（１） 数量算出項目一覧表 

     区 分 
項 目 

規格 単位 
数量 

備考 
新設 取替 

伸縮装置材料 〇 m    

補強鉄筋 〇 t   必要な場合 

コンクリートアンカ 〇 本   必要な場合 

打設コンクリート 〇 m３ －  必要な場合 

  
４．数量算出方法 

  数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 
（１） 伸縮装置材料 

伸縮装置本体の延長を算出する。 
（２） 打設コンクリート 

生コンクリート、超速硬コンクリート、樹脂モルタル等に区分して体積を算出する。 
（３） 補強鉄筋等 

補強鉄筋及びコンクリートアンカは、質量及び本数を算出する。 
 

現行どおり

現行どおり



. .

3-4-24

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

工　　　種 伸縮装置工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

削除



. .

工　　　種 橋梁排水管設置工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-25

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

（１）数量算出項目一覧表 

        区分 

項目 

3 次元 

モデル 

属性情報 

管種区分 単位 数量 備考 

ｺﾝｸﾘｰﾄｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ設置 Ⅱ × 箇所   

排水管設置 Ⅱ ○ m  注）1、2 

排水管（材料費） Ⅱ ○ m  注）1、2 

注）1．流心延長も算出する。 
注）2．排水径は、φ100～φ200 とする。 

 
「ｺﾝｸﾘｰﾄｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ設置」は、3 次元モデルに簡易な形状・記号（点、線、面）を用いて位置と延長を

算出することより「Ⅱ」を適用する。 
「排水管設置」と「排水管（材料費）」は、3 次元モデルに簡易な形状・記号（点、線、面）を用い

て位置と延長を算出し、属性情報を用いて管種区分をすることより「Ⅱ」を適用する。 

※関連「4.1.1 橋梁本体」 

 ４．７．２ 橋梁排水管設置工 

 

 １．適用 

 鋼管、ＶＰ管（φ100mm～200mm）による各種系統タイプ及び溝部の橋梁排水管を設置す

る作業に適用し、排水桝設置及び排水管製作は含まない。 

 

 ２．数量算出項目 

 排水管設置の延長を区分ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、管種区分とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表 

項 目 管種区分 単 位 数 量 備 考 

コンクリートアンカー
ボ ル ト 設 置 

× 箇 所   

排 水 管 設 置 ○ ｍ   

排 水 管 （ 材 料 費 ） ○ ｍ   

注）１．流心延長も算出する。 

２．排水径は、φ100～φ200 とする。 

 

 （２）管種区分 

管種区分は、以下のとおりとする。 

 

管種区分   ＶＰ管   
   

鋼管   

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

 

１）排水管（材料費）は、管種区分ごとに、直管の他、蛇腹管・エルボ等の排水管（付属品及び

支持金具を含む）も算出する。 

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 歩道橋（側道橋）架設工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-4-26

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 プレテンション桁購入工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-5-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり



. .

工　　　種 ポストテンションT(Ⅰ)桁製作工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-5-3

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 ＰＣホロースラブ製作工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-5-4

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

次頁へ移動



. .

工　　　種 ＲＣ場所打ホロースラブ製作工

3-5-6

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 ＰＣ箱桁製作工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-5-7

記載の追加

現行どおり

現行どおり

次頁へ移動



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-5-9

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

工　　　種 プレビーム桁製作工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

3-5-10

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

工　　　種 ＰＣ片持製作工

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-5-13

記載の追加

工　　　種 プレキャストセグメント主桁組立工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 プレビーム桁架設工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-14

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

現行どおり

現行どおり

ｔ



. .

工　　　種 ＰＣ片持架設工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-15

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

現行どおり

現行どおり



.

工　　　種 架設支保工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-19

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加



.

工　　　種 架設支保工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-21

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

記載の追加

現行どおり

現行どおり



.

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

・積算基準の改定
に伴う記載の修正
・記載の追加

3-5-22

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

工　　　種 架設支保工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行



.

工　　　種 架設支保工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-24

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

・記載の追加
・記載の削除



. .

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-5-25

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

工　　　種 プレテンション桁

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

3-5-26

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

工　　　種 ポストテンションT桁

現行どおり

現行どおり



. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-5-27

記載の追加

工　　　種 支承工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現行どおり

前頁から移動



. .

工　　　種 足場設備工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-29

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 防護設備工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

3-5-31

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

現行どおり

現行どおり

次頁に移動



. .

工　　　種 橋台・橋脚工（１）

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-7-2

積算上の注意事項

（控え頁）

１／４

現行どおり

次頁へ移動



. .

工　　　種 橋台・橋脚工（１）

3-7-3

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算上の注意事項

（控え頁）

２／４

現行なし

前頁から移動

現行どおり



. .

工　　　種 橋台・橋脚工（１）

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

３／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-7-5

記載の削除

現行どおり

削除



. .

3-7-6

積算上の注意事項

（控え頁）

４／４

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の削除

工　　　種 橋台・橋脚工（１）

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

削除



. .

3-8-4

積算上の注意事項

（控え頁）

１／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の追加

工　　　種 支承取替工

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

８．２ 支承取替工 
 

 １．適用 

橋梁補修工のうち、鋼橋及びＰＣ橋の鋼製支承からの支承取替工に適用するものとし、

ＲＣの支承取替鋼橋及びＰＣ橋以外の支承取替の場合（ＲＣ橋・ＰＲＣ橋・複合橋等）沓

座コンクリートのはつりにウォータージェットを使用する場合、膨張型薄型ジャッキ（フ

ラットジャッキ等）を使用する場合、補修用足場にベント設備を用いる場合には適用しな

いものとする。 

 

（１）数量算出項目及び区分一覧表  

区 分 
項 目 

規格 
支承
形式 

現場
条件 

下部工ブラケッ
ト取付の有無 

供用
日数 

単位 数量 備考 

支承取替（鋼橋） ○ ○ ○ ○ × 基   

支承取替（ＰＣ橋） ○ × × × × 基   

支承（材料費） ○ × × × × 個   

沓座コンクリートはつり
（支承直下部以外） 

○ × × × × ｍ３   

下部工ブラケット取付 ○ × × 
（ブラケット 
単部材質量） 

× 基   

下部工ブラケット 
（材料費） 

○ × × × × 基   

足  場 ○ × × × × ｍ2   

 

現行どおり

次項に移動



. .

3-8-5

積算上の注意事項

（控え頁）

２／２

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算基準の改定に
伴う記載の修正

積算基準の改定に
伴う記載の追加

積算基準の改定に
伴う記載の修正

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

工　　　種 支承取替工

（４）下部工ブラケット取付の単部材質量による区分は、以下のとおりとする。 

単部材質量   600kg 以下   
   600kg を超え 2,000kg 以下 

 

現行どおり

現行どおり

１，５００

１，５

（次頁へ移動）



. .

工　　　種 掘削・支保工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-9-3

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 覆工コンクリート・防水工

3-9-8

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

記載の追加

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 インバート工

　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

3-9-9

記載の追加

現行どおり

現行どおり



. .

工　　　種 トンネル内装板設置工

　 　

改　正　理　由 一部改正
改　　正

現　　行

現　　　　　　　　　　　　　　　　行 改　　　　　　　　　　　　　　　　正 備　　　　考

. .

記載の追加

3-9-12

積算上の注意事項

（控え頁）

１／１

（１）数量算出項目及び区分一覧表 
区分 

項 目 
3 次元

モデル 
属性情報 

規格 単位 数量 備考 
トンネル内装板設置 B × m2   
トンネル内装板（材料費） B ○ m2   

 
「トンネル内装板設置」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面積を算出することより「B」

を適用する。 
「トンネル内装板（材料費）」は、簡易な形状（点、線、面）を用いて位置と面積を算出し、属性

情報を用いて規格を区分することより「B」を適用する。 

９．２ トンネル内装板設置工 

 

 １．適用 

トンネル内装板設置工の側壁用内装板のみに適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

トンネル内装板設置、トンネル内装板（材料費）の数量を算出する。 

 

 ３．区分 

区分は、規格とする。 

 

 （１）数量算出項目一覧表 

項 目 規格 単位 数量 備考 

トンネル内装板設置 × ｍ2   

トンネル内装板（材料費） ○ ｍ2   

 

関連数量算出項目 

項目 単位 数量 備考 

足場 掛ｍ2  
「第１編（共通編）１１．４足場工」参照

及び、必要な場合別途計上 

高所作業車   必要な場合別途計上 

 

 ４．数量算出方法 

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。 

現行どおり

現行どおり




